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第2章 本技術の概要 

第1節 技術の目的と概要 

§5 技術の目的 

本技術は、ICT を活用した総合的な段階型管路診断システムの技術導入により、地方

公共団体が抱える膨大な管路ストックを、一定レベルの調査精度を確保しつつ、迅速か

つ安価に調査、診断し、維持管理の効率性を飛躍的に向上させることを目的とするもの

である。 

【解 説】 

政令指定都市をはじめとした大都市だけでなく、人口 10 万人程度の中小都市において

も、昨今「人・モノ・カネ」における課題が顕在化してきている。特に中小都市における

課題としては、技術職員が少なく執行体制が脆弱化している（人）、点検調査の実施率が

低いことにより管路施設の状況把握があまりできていないことと併せて、維持管理情報

のデータベース化が遅れている（モノ）、今後の人口減少により使用料収入の減少が見込

まれ財政がひっ迫している（カネ）等が挙げられる。 

このような社会情勢の中でも、事後対応型の維持管理によりサービス水準を低下させ

ることなく、予防保全型の維持管理に転換し、サービス水準の維持・向上を図ることが求

められている。更には、維持管理において抱える問題は、地方公共団体により多種多様で、

求められる維持管理手法も多岐にわたる。 

これらを踏まえ、本ガイドライン（案）の「総合的な段階型管路診断システム」では維

持管理への糸口となるべく、地方公共団体の抱える様々な課題に対応するため本技術を

構成する要素技術での導入を可能とすることで、維持管理への入り口を広げるとともに、

本技術を構成する要素技術をパッケージ化することで複数の課題解決を可能とするもの

である。 

また、将来にわたり維持管理を継続していくことで、エンドユーザーへの健全な生活環

境の提供という下水道管理者としての責務を全うすることができる。 

効率的なストックマネジメントの導入に向けては、平成 25 年度に B-DASH で採択さ

れた「スクリーニング調査を核とした管渠マネジメントシステム」のガイドラインや、「下

水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドライン-2015 年版」が刊行されてい

るところであるが、本技術は、データ解析による劣化予測システムや、ICT を活用したデ

ータ入力・蓄積ツール、点検直視型カメラ等の最新の技術を駆使することにより、管路診

断の各段階に応じた維持管理の効率化を図り、総合的なストックマネジメントの進化を

目的としている。 
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§6 本技術の概要 

本技術は、管路施設の維持管理（ストックマネジメント）に必要な点検・調査、修繕・

改築の各プロセスを効率的に実施するために、各プロセスで管路施設の管種区分、調査

診断の内容（劣化、不明水）等の施設情報に応じて総合的に評価する技術を駆使するこ

とによって、施設の経年劣化対策だけではなく、不明水調査にも有効な管路診断システ

ムである。 

【解 説】 

本技術は、図 2-1 に示すとおり、机上スクリーニング（劣化予測システム）、現地スク

リーニング（管きょ調査）、現地スクリーニング（不明水調査）、ICT データ入力・蓄積ツ

ールの要素技術を組み合わせた「ICT を活用した総合的な段階型管路診断システム」に係

る技術である。 

 

図 2-1 本技術の概要 

 

図に示すとおり、本技術は机上スクリーニング→現地スクリーニング→詳細調査→スト

ックマネジメント計画への反映→修繕・改築→ICT 活用の一連のマネジメントサイクルを

進めるための有効なシステムであることを示し、また、維持管理情報の継続的な蓄積と効率

化が可能となり CAPD サイクルを有効に実践できる管路診断システムである。 

データ分析・判別係数算出
劣化予測精度向上

現地入力支援ツール
データ蓄積ツールの開発

詳細調査机上スクリーニング

劣化予測ｼｽﾃﾑを活用した詳細調査箇所
の絞り込みによる効率化・低コスト化

点検直視型ｶﾒﾗや簡易水位計・暗視カメラ
を用いた作業の効率化や現地入力支援
ツールによる作業の省力化や誤入力防止

管種により点検直視型カメラを
詳細調査に使用

膨大な
管路劣化データ

劣化予測システム ・点検直視型カメラ
・簡易水位計・暗視カメラ
・現地入力支援ツール

点検直視型カメラ等
による詳細調査

劣化予測システム データ入力・蓄積ツール

本実証研究範囲

ICT活用

ストック
マネジメント計
画への反映

修繕
・

改築

現地スクリーニング

劣化予測システム 膨大な管きょ劣化データから、管路の劣化傾向を分析し、点検調査順位を算出するシステム

点検直視型カメラ 事前の管内洗浄不要、異常個所での一時停止不要等、スクリーニングに特化したカメラ調査機器

簡易水位計・暗視カメラ 従来の流量計に代わり簡易的に不明水発生個所を絞り込む調査機器

データ入力・蓄積ツール スマートフォン等により現場で管路情報を入力、維持管理情報を施設情報に関連付けて蓄積
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§7 本技術の特徴 

本技術は、地方公共団体が必要とするニーズに応じて「総合的な段階型管路診断シス

テム」を構成する要素技術を段階的に（例：机上スクリーニング→現地スクリーニング

→詳細調査）導入することができるとともに、組合せて（総合的に）導入することもで

きるということが大きな特徴となっている。 

また、本技術を活用することで、従来手法より低コストかつ短期で調査が可能となり、

効率的に維持管理の普及促進を図ることが可能となり、更にはその効果として予防保全

型維持管理を実現することが期待される。 

本技術は、以下に示す 2項目が大きな特徴である。 

(1) 総合的な段階型管路診断システム 

(2) コスト・期間縮減が期待されるシステム 

【解 説】 

(1)  総合的な段階型管路診断システム 

本技術は、管路施設の調査・診断に関する「机上スクリーニング」、「現地スクリーニン

グ」、「詳細調査」の各段階を網羅している。また、対象施設の管種（コンクリート管、陶

管、硬質塩化ビニル管）や、調査・診断内容（劣化、不明水）に応じた複数の選択肢によ

って、総合的に管路診断の効率化を図ることができる。 

本ガイドライン（案）のシステムの名称は、以下のような用語を定義している。 

 

『段階型管路診断』とは 

劣化予測システムによって管きょの調査優先順位を判定し、優先度の高いものから点

検直視型カメラでスクリーニング調査を行い、異常個所が発見された管きょを対象に詳

細調査を実施する。 

効果的かつ効率的な管きょ調査の一連の流れを段階型管路診断システムとしている。 

 

『総合的なシステム』とは 

段階型管路診断システムに加えて、不明水調査や ICT を活用したマンホール点検など

個々の技術を組み合わせ、施設の状態を総合的に評価する事で、効果的な管きょ施設の維

持管理手法を確立するものである。 

上記の特徴を、図 2-2 の従来技術との比較に図示する。 

横軸の「机上スクリーニング」、「現地スクリーニング」、「詳細調査」、「修繕・改築」が、

従来システムに準拠した管路施設の調査・診断に関する各段階を示している。 
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また、縦軸の管路施設の管種区分、調査診断の内容（劣化、不明水）が、総合的システ

ムを示している。 

 
図 2-2 「ICTを活用した段階型管路診断システム」の従来技術との比較 

 

(2)  コスト・期間縮減が期待されるシステム 

膨大な管きょ劣化データを解析し、得られる高精度な劣化予測システムを活用するこ

とで、点検調査箇所の絞り込みを行い、点検直視型カメラ、高圧洗浄カメラなどや、ICT

を活用した現地入力支援ツール、データ蓄積ツールを用いて、早く確実な現地スクリーニ

ングを実施することで効率化・低コスト化を図ることができるシステムであり、今後の事

業収入や職員の減少を迎え、厳しい経営状況などの課題解消へつながることが期待され

る。 

【現地スクリーニング】【机上スクリーニング】

• 劣化予測システム
による調査対象
路線の絞り込み

• 簡易水位計
• 暗視カメラ

不明水発生エリア
整理・把握

【詳細調査】

• 送煙・染料調査等

• 点検直視型カメラ硬質塩化ビニル管

【修繕・改築】

修繕・改築

誤接合解消

間接浸入水

直接浸入水

• 調査、点検情報
• 年数、履歴情報

等による机上確認

• 巡視
• 点検

等による状況確認

• 従来型TVカメラ
による管内調査

修繕・改築

• 従来型TVカメラ

陶管 • 高圧洗浄カメラ

• 点検直視型カメラコンクリート管

• 硫化水素濃度測定

総合的な段階型管路診断システム

腐食環境下施設

従来の机上スクリーニング

凡例
本技術を構成する要素技術

従来システム（管渠調査）

段階型システム

総合的
システム

「机上スクリーニング」→「現地スクリーニング」→「詳細調査」等の一連（段階的）の流れ

個々の技術を
組み合わせ

「総合的」に評価
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第2節 本技術を構成する要素技術の概要 

§8 本技術を構成する要素技術の概要 

本技術は、机上スクリーニング（劣化予測システム）、現地スクリーニング（管きょ調

査）、現地スクリーニング（不明水調査）、ICTデータ入力・蓄積ツールの 4つの技術で構

成される。 

【解 説】 

各構成技術の特徴は、以下のとおりである。 

 

(1)  机上スクリーニング（劣化予測システム） 

管路施設の属性と劣化に関するデータを活用して、統計学的に劣化の傾向を数値化し、

任意のスパンの劣化発生状況を予測するものである。また、予測結果を基に、現地スクリ

ーニング調査の優先順位を設定するものである。 

 

(2)  現地スクリーニング（管きょ調査） 

管種毎の劣化の発生傾向等の地域特性を考慮して適切な調査手法を選択し、簡易的な

調査をもって詳細調査とすることで、現地における調査作業の効率化とコスト縮減を図

ることが可能となる。 

 

(3)  現地スクリーニング（不明水調査） 

従来の流量計に代わって、簡易水位計や暗視カメラを用いた現地スクリーニング（不明

水調査）を行うことにより、低コストで効率的な不明水調査を実現する。 

 

(4)  ICT データ入力・蓄積ツール 

上記の（１）～（３）のサイクルは、繰り返し実施されることでストックマネジメント

のスパイラルアップが図られる。このサイクルの構築には、劣化予測に必要となるデータ

の蓄積、現場作業（データ入力）の効率化と ICT によるデータベースとの連携が必要で

あり、本ツールは、これらの作業を半自動化することが可能である。 

 

【参考】腐食環境（影響範囲）調査について 

実証研究における検討で、「腐食環境下の硫化水素連続測定により調査頻度を設定する

とともに、下水道管路施設の各諸元（段差・落差、延長等）との相関から、腐食環境範囲

を推計することができる。」と評価されたが、将来的な実証研究に依るところが多いため、
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腐食環境（影響範囲）調査については、参考資料編に記述している。 

 

「ICT を活用した活用した総合的な段階型管路診断システム」における概要フローを

図 2-3 に示す。 
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図 2-3 「ICTを活用した総合的な段階型管路診断システム」概要フロー 

●
本
技
術
を
構
成
す
る
技
術

●
I
C
T
活
用
デ
ー
タ
入
力
・
蓄
積
用
ツ
ー
ル

●
現
地
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
（
不
明
水
調
査
）

〇
腐
食
環
境
（
影
響
範
囲
）
調
査

（
参
考
）

●
机
上
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
（
劣
化
予
測
シ
ス
テ
ム
）

●
現
地
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
（
管
き
ょ
調
査
）

【
ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
】

管
路
施
設

（
台
帳
シ
ス
テ
ム
情
報
）

管
き
ょ
調
査

結
果
の
有
無

判
別
式
算
出

（
国
総
研
劣
化
デ
ー
タ
）

判
別
式
算
出

（
国
総
研
+
自
治
体
劣
化
デ
ー
タ
）

無
し

有
り

判
別
値
算
出

（
対
象
管
き
ょ
デ
ー
タ
+
国
総
研
）

対
象
管
き
ょ
の
材
質

陶
管

コ
ン

ク
リ

ー
ト

管

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
調
査

（
高
圧
洗
浄
カ
メ
ラ
）

詳
細
調
査

（
自
走
式
T
V
カ
メ
ラ
）

調
査
緊
急
度

（
詳
細
）

改
築
・
更
新

点
検
・
調
査
（
継
続
）

緊
急

度
Ⅰ

・
Ⅱ

緊
急

度
Ⅰ

・
Ⅱ

腐
食
環
境

N
O

（
一

般
環

境
下

）

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
調
査

（
点
検
直
視
型
カ
メ
ラ
）

詳
細
調
査

（
自
走
式
T
V
カ
メ
ラ
）

改
築
・
更
新

点
検
・
調
査
（
継
続
）

硫
化
水
素
濃
度
測
定

（
ガ
ス
テ
ッ
ク
）

Y
E
S
（
腐

食
環

境
下

）

腐
食
環
境
範
囲
設
定

（
協
会
算
定
式
に
よ
る
）

詳
細
調
査

（
点
検
直
視
型
カ
メ
ラ
）

改
築
・
更
新

点
検
・
調
査
（
継
続
）

緊
急

度
Ⅰ

・
Ⅱ

緊
急

度
Ⅲ

・
Ⅳ

硬
質

塩
ビ

管

不
明
水
調
査

対
象
エ
リ
ア

（
2
0
～
3
0
h
a

規
模
）

流
量
調
査
（
雨
水
浸
入
率

に
よ
る
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
等
）

以
上

の
場

合

以
下

の
場

合

簡
易
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

（
本
技
術
）

流
量
変
動
が
激

し
い
も
し
く
は
流

量
が
少
な
い

簡
易
水
位
計
に
よ
る

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

暗
視
カ
メ
ラ
の
併
用
に
よ
る

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

該
当

該
当

し
な

い

対
象
エ
リ
ア
優
先
順
位
付
け

（
2
～
5
h
a
未
満
）

T
V
カ
メ
ラ
に
よ
る
詳
細
調
査

（
自
走
式
T
V
カ
メ
ラ
）

間
接

浸
入

水
直

接
浸

入
水

常
時

浸
入

水

発
生
源
対
策

（
誤
接
続
等
）

詳
細
調
査

（
送
煙
調
査
な
ど
）

修
繕
・
改
築

マ
ン
ホ
ー
ル
点
検
・
調
査

現
地
調
査
・
点
検

（
ユ
ビ
キ
タ
ス
タ
ッ
チ
）

マ
ン
ホ
ー
ル
点
検
・
調
査

結
果

緊
急

度
Ⅲ

・
Ⅳ

緊
急

度
Ⅰ

・
Ⅱ

調
査
緊
急
度

（
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
）

調
査
緊
急
度

（
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
）

予
測
緊
急
度
算
出

（
コ
ン
ク
リ
ー
ト
管
健
全
率
曲
線
）

緊
急

度
Ⅲ

・
Ⅳ

緊
急

度
Ⅰ

・
Ⅱ

緊
急

度
Ⅰ

・
Ⅱ

緊
急

度
Ⅰ

・
Ⅱ

2
0
年

未
満

2
0
年

以
上

緊
急

度
Ⅲ

・
Ⅳ

緊
急

度
Ⅲ

・
Ⅳ

緊
急

度
Ⅲ

・
Ⅳ

緊
急

度
Ⅲ

・
Ⅳ

腐
食
環
境
調
査

マ
ン

ホ
ー

ル
調

査
範

囲

管
き
ょ
調
査
範
囲
設
定

（
測
定
結
果
を
基
に
設
定
）

点
検

・
調

査
結

果

（
腐

食
環

境
状

況
）

不
明
水
対
策

優
先
順
位
付
け

*
全
て
の
調
査
結
果
は
、
管
路
台
帳
シ
ス
テ
ム
に
入
力
す
る
。

硫
化

水
素

濃
度

測
定

結
果

マ
ン

ホ
ー

ル
か

ら
の

浸
入

水
が

見
ら

れ
る

場
合

点
検

・
調

査
結

果

（
漏

水
状

況
）

机
上
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

（
経
過
年
数
）

予
測
緊
急
度
算
出

（
陶
管
健
全
率
曲
線
）

調
査
緊
急
度

（
詳
細
）

調
査
緊
急
度

（
詳
細
）



21 

§9 机上スクリーニング（劣化予測システム）技術の特徴 

机上スクリーニングは、国土技術政策総合研究所下水道研究室が公開している管きょ

劣化データベースおよび地方公共団体が保有する既存データによって算出された判別係

数を用いて、管きょスパン毎の劣化状況を予測し、点検調査が必要な対象路線を絞り込

める事が特徴である。（詳細は参考資料編 p.Ⅰ-4～を参照） 

【解 説】 

机上スクリーニングは、地方公共団体が保有する既存データを活用し、劣化発生の可能

性を分析することで、スパン毎の優先順位を検討し、点検調査が必要な対象路線を絞り込

むことでストックマネジメント計画の策定に役立てるものである。 

従来技術では、管きょ劣化の進行を経過年数に基づき評価するのが一般的であったが、

本技術では、経過年数を含めた複数の属性データを用いることで、従来技術よりも更なる

絞り込みを可能とし、かつ予測精度の向上も図られることで、管きょ維持管理の効率化に

寄与することができる。 

本技術は、下水道台帳データおよび既存の調査結果を用いて、多変量解析によりスパン

毎の点検調査優先度を算出したうえで、予想される緊急度を数値計算により算出するも

ので、ここではこれらの一連の数値解析をシステム化し「劣化予測システム」と呼称して

いる。その構成は、図 2-4 のとおりである。本技術における机上スクリーニングを行う

ための実施フローを図 2-5 に示す。 

本技術では、国総研データを活用し、地方公共団体データと組み合わせて劣化予測を行

うため、データのクリーニング作業から実施する。普及展開を行っていくうえで、管きょ

劣化データが無いまたは少ない地方公共団体の場合は、本実証研究で算出した判別係数

を用いるものとし、100 スパン程度より多くのデータが蓄積されている場合は、本実証研

究と同様にデータのクリーニング作業から行うこととなる。 
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図 2-4 机上スクリーニング技術（劣化予測システム）の構成 
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全

率

劣化なし

緊急度Ⅲ

緊急度予測（例）

管齢40年の管きょ5スパン（ΣL=50m）

スパン① L1=10m、判別値1= -0.20、L1/ΣL=シェア率0.2 ⇒ 緊急度Ⅱ（予測）

スパン② L2=10m、判別値2= -0.19、L2/ΣL=シェア率0.2 ⇒ 緊急度Ⅱ（予測）

スパン③ L3=  5m、判別値3= -0.18、L3/ΣL=シェア率0.1 ⇒ 緊急度Ⅱ（予測）

スパン④ L4=  5m、判別値4= -0.17、L4/ΣL=シェア率0.1 ⇒ 緊急度Ⅲ（予測）

スパン⑤ L5=20m、判別値5= -0.16、L5/ΣL=シェア率0.4 ⇒ 劣化なし（予測）
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劣化予測システム

管きょ劣化情報
【国総研データ等】

TVカメラ調査
結果情報

多変量解析 判別係数

管きょ属性情報
（緊急度を含む）

健全率曲線に対して経過年数毎の
範囲内に該当するスパン全てを、異常
値の高い管渠から順番に割り当てる。

管きょの劣化状況の変化をスパン毎に
予測し、点検・調査計画に活用

健全率曲線

異常なし

判別値：（ ＋ ）が異常なし
（ － ）が異常あり

健
全
率

経過年数（年）

X1 X2 X3 X4

路線延長 管径 経過年数 平均土被り

1 コンクリート管 0.009242 0.000717 -0.004954 -0.15678 1.432748

2 陶管 -0.02717 -0.002812 -0.04305 -0.045862 2.151094

3 塩ビ管 0.02318 -0.00634 -0.0201 -0.02644 1.537799

ID 管種 定数項

判別係数

優先順位 上流マンホールNo 下流マンホールNo 路線延長 管径 管齢 土被り 判別値 管種

1 183031422 183031428 34.03 250 73 1.36 -1.044865730 HP

2 193241431 193241430 3.95 250 46 1.32 -0.902872259 HP

3 193242445 193242443 4.66 250 46 1.65 -0.887875037 HP

3 193231421 193231422 4.66 250 46 1.96 -0.887875037 HP

5 183022420 183022421 3.85 250 45 1.18 -0.876193109 HP

6 193231423 193231422 5.23 250 46 1.87 -0.875835014 HP

7 203213409 203213410 5.33 250 46 1.55 -0.873722729 HP

8 182932407 182932406 1.50 250 43 1.10 -0.868248933 HP

9 183141412 183141413 4.37 250 45 2.34 -0.865209229 HP

10 183023407 183023408 3.72 250 44 1.79 -0.850147645 HP

判別値算出

劣化なし～緊急度Ⅰ

劣化なし～緊急度Ⅱ

劣化なし～緊急度Ⅲ

劣化なし
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図 2-5 机上スクリーニング実施フロー 

 

⑤劣化予測対象データの整理 *2

②管きょ基礎データのクリーニング作業 *1

管路施設
（台帳システム情報）

地方公共団体の台帳データの
クリーニング作業

①地方公共団体

の既存の管きょ
調査結果の有無

③ 管きょ基礎データを用いて
判別係数の算出

④ 判別係数の登録
（コンクリート管、陶管）

⑥劣化予測対象データを用いて
判別値及び調査優先順位の算出

⑦-1 算出された判別値を
陶管健全率曲線に当てはめて

予測緊急度算出

⑧地方公共団体の管路データを取り出し、
調査対象路線の抽出

【抽出方法】
・コスト重視（予測緊急度Ⅰ、Ⅱ ）
・リスク重視（予測緊急度Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）
・従来手法（30年経過管）

調査の実施（現地スクリーニングへ）

国総研データの
クリーニング作業

クリーニング済の国総研データ
から緊急度判定を削除

*1 「路線延長」「管径」「経過年数」「平均土
被り」を指標とする。

有り無し

管種

⑦-2 算出された判別値を
コンクリート管健全率曲線に
当てはめて予測緊急度算出

コンクリート管陶管

： 劣化予測システムを用いて行う作業

： 調査計画策定時に地方公共団体で判断

地方公共団体の劣化予測を行う
対象データの整理

⑫ 従来手法による
調査対象路線決定

従来手法が有効

⑩ 予測緊急度Ⅰ、Ⅱで
調査対象路線決定

⑪ 予測緊急度Ⅰ、Ⅱ、Ⅲで
調査対象路線決定

コスト重視

リスク重視

【管きょ基礎データ】

⑨コスト重視、リスク重視、

従来手法の選択

+

+

*2 上流MH番号、下流MH番号、管径、布
設年月日、平均土被り

【劣化予測対象データ】

※コスト重視は、積極的に対象施設を絞り込むため、予測緊急度Ⅰ・Ⅱを優先的に調査対象とするものである。 

※リスク重視は、従来手法と同等のリスクとなるよう、予測緊急度Ⅰ・Ⅱ・Ⅲを優先的に調査対象とするものである。 
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本技術は、国総研データを活用し、地方公共団体データと組み合わせて分析することで、

以下 1）～3）の手順で路線毎の劣化発生を予測し、管きょ劣化データが無いまたは少な

い地方公共団体に対しても優先順位をつけることができる技術である。 

1) 優先度予測式の導出（判別係数の算出） 

既存データから劣化の発生可能性を点数化する数式を「優先度予測式」と呼称する。 

予測式に用いるデータ項目は、「管種」、「路線延長」、「管径」、「経過年数」および「平

均土被り」の 5 項目とする。 

多変量解析により得られる優先度予測式の基本式は式（１）に示すとおりである。 

判別値＝「路線延長」×X1＋「管径」×X2＋「経過年数」×X3＋「平均土被り」×X4＋

「定数項」・・・式(1) 

ここに、X1、X2、X3、X4：判別係数  定数項：切片（解析により自動算出） 

2) 優先度評価（判別値の算出） 

1）で導出した優先度予測式を用いて、任意の区域内における管きょ全スパンの優先度

を評価する。判別値が優先度を示す点数となり、点数が低いほど劣化可能性が高く、点検

調査の優先度が高いことを示す。 

3) 予測緊急度の算出 

判別値に基づいた経過年別優先順位を健全率曲線に適用し、管きょごとの予測緊急度

を算出する。 

 

なお、優先度と緊急度の関係は、「参考資料編Ⅰ 2 構成技術の概要と検証・評価結果 

2-1 机上スクリーニング技術（劣化予測システム）」参照。 
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§10 現地スクリーニング（管きょ調査）技術の特徴 

現地スクリーニング（管きょ調査）技術は、緊急度の高い路線を効率よく絞り込むこ

とで詳細調査にかかる費用・期間を縮減することが特徴である。本ガイドライン（案）

では管きょ調査において下記の現地スクリーニング技術を対象とした。（詳細は参考資料

編 p.Ⅰ-24～を参照） 

(1)点検直視型カメラ 

(2)高圧洗浄カメラ 

【解 説】 

(1)  点検直視型カメラ 

点検直視型カメラは、既設管路内に点検直視型カメラを挿入し、管路内の概況を把握す

る現地スクリーニング技術である。なお、調査前の管路内洗浄は実施しない。（図 2-6 参

照）。 

 

図 2-6 調査作業模式図 

 

上記の点検直視型カメラの特徴を表 2-1 に示す。 

移動 点検直視型カメラ

KANSEI
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表 2-1 点検直視型カメラの特徴 

① 長所 

・ 従来の TV カメラのように一時停止することなく前方のマンホールまで一定速度

で走行するため、1日平均 800mのスクリーニング調査が可能 

・ 高画質（1,680万画素）で管路内全体の調査が可能 

・ TV カメラ車を必要としないため、車両の立ち入れない狭小道路であっても調査が

可能 

・ 操作が簡単で調査資料が映像で残る 

・ 走行中に、土砂や取付管の突出し等の障害物によりカメラが前進できない場合、

自動的にモーターが逆転し、調査開始マンホールまで後退しカメラの回収が可能 

・ 走行中に一定角度以上に傾いた場合、片方の車輪を一時的に停止させ、傾きを補

正することが可能 

② 短所 

・ 側視ができないため、微細な異常の発見が困難 

・ 管口から異常箇所までの距離が実測不可能 

・ リアルタイムでの異常確認が不可能（事務所にて確認） 
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(2)  高圧洗浄カメラ 

高圧洗浄カメラとは、高圧洗浄ホースの先端に高画質のカメラ（ハイビジョン）を接続

することで、洗浄と調査が同時に行えることを特徴とする直視型カメラである。現地にて

管路内全体の状況を動画として連続的に収録し、事務所にて異常箇所の有無を確認する。

異常箇所は静止画として保存・整理する（図 2-7 参照）。 

 

 

 

図 2-7 高圧洗浄カメラ調査の作業模式図 

 

表 2-2 高圧洗浄カメラの特徴 

① 長所 

・ 洗浄と同時にスクリーニング調査が可能 

・ 管路内全体の調査が可能 

・ 調査資料が映像で残る 

② 短所 

・ 洗浄水がカメラレンズに付着する可能性があり、微細な異常の発見が困難 

・ 管口から異常箇所までの距離が実測不可能 

・ リアルタイムでの異常確認が不可能（事務所にて確認） 

 

高圧洗浄車 
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§11 現地スクリーニング（不明水調査）技術の特徴 

従来の不明水調査では、流量計を多数設置する必要があったが、本技術では流量計に

代わる簡易水位計または暗視カメラによるスクリーニング調査を行うことで、低コスト

で効率的な不明水調査を実現することが特徴である。本ガイドライン（案）では下記の

現地スクリーニング（不明水調査）技術を対象とした。（詳細は参考資料編 p.Ⅰ-49～を

参照） 

(1)簡易水位計 

(2)暗視カメラ 

(3)簡易水位計と暗視カメラの適用区分 

【解 説】 

(1)  簡易水位計 

簡易水位計とは、流量計と比べて非常に安価な器材を用いたもので、水位計のチューブ

内に入れた染色液が水位の変動に追従してチューブ内面に付着することで、設置期間中

の水位変動を確認するものである。また、図 2-8 に簡易水位計の外観と構成材料、表 2-3

に簡易水位計の特徴（長所、短所）を示す。 

簡易水位計は、不明水のスクリーニング技術として水位の記録のみに特化し、通常の水

位計・流量計とは異なり水位の変動パターンは記録出来ないが、設置期間中の最高水位、

最低水位を確認することができる。調査期間は流量計と同様とする。 

最低水位は常時浸入水（地下水浸入水）、最高水位はそれに加えて雨天時浸入水（直接

浸入水）の影響が記録されたものと考えることができる。 
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図 2-8 簡易水位計の外観と構成材料 

 

表 2-3 簡易水位計の特徴 

① 長所 

 流量計に比べ安価でかつ現場作業（設置～点検～撤去）も容易なことから、1業

務内で大量に配置することが可能 

 データの読み取りが容易 

② 短所 

 水位変動の時系列データを取得不可 

(2)  暗視カメラ 

暗視カメラとは、自動撮影装置により管内の水位変動状況（静止画）を連続的に記録す

る技術である。 

水位測定を行う箇所に目盛バンドを固定し、固定した目盛バンドが撮影できる位置に

暗視カメラを設置する。暗視カメラにより一定間隔で写真撮影を行い、撮影した写真から

0.0 00

5.0 00

10. 000

15. 000

0.0 00

0.0 50

0.1 00

0.1 50

最高水位

降雨計 流量計 簡易水位計

水位・雨量

最低水位

経過時間

最高水位時 

撤去時 

最高水位 

最低水位 

最低水位時 

設置時 
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水位の変動を確認する。また、図 2-9 に暗視カメラの外観、表 2-4 に暗視カメラの特徴

（長所、短所）を示す。 

晴天日と雨天日の同時間帯で水位の上昇を比較することにより、不明水流入の程度を

把握することが可能となる。 

 

図 2-9 暗視カメラの外観 

 

表 2-4 暗視カメラの特徴 

① 長所 

 水位変動の時系列データを取得することが可能 

 写真（映像）等の視覚データを取得することで、根拠資料等として有効活用が可能 

② 短所 

 データの読み取りに相当の手間が必要 

 

従来の調査手法では、大ブロック内に複数の流量計を設置することで影響の大きかっ

た箇所（中ブロック）を絞り込み、次のステップで中ブロック内に流量計を設置し更なる

絞り込み（小ブロック）を行っていた（図 2-10 参照）。 

これに対して、本技術は、流量計と現地スクリーニング（不明水調査）を併用すること

で、流量計による大ブロックから中ブロックの絞り込みと併せて、現地スクリーニング

（不明水調査）により中ブロックから小ブロックへの絞り込みを行うことができ、効率的

かつ効果的な不明水調査が可能である（図 2-11 参照）。 
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図 2-10 従来手法（流量計単独による調査）の概念図 

 
図 2-11 現地スクリーニング（不明水調査）技術を併用した調査の概念図 

 

(3)  簡易水位計と暗視カメラの適用区分 

現地スクリーニング（不明水調査）技術の適用範囲は、表 2-5 に示すように、流量計と

の配置条件（流量計の上流域への本技術の配置や本技術の下流域への流量計の配置可否）

および調査目的を勘案し、最適な手法を選定する。 

【STEP1】 【STEP2】 

中ブロック 中ブロック

流量計

大ブロック

小ブロック 小ブロック

中ブロック 中ブロック

流量計

大ブロック

【STEP1】 

小ブロック 小ブロック

中ブロック 中ブロック

流量計 不明水ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ機器

大ブロック
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表 2-5 配置条件別現地スクリーニング（不明水調査）技術の適用区分（案） 

配置条件 適用手法※1 適用理由 

現地スクリーニング（不明水調査）技
術を流量計の上流域に配置する場合 

簡易水位計 

原単位方式による簡易評価の適合率
において優位となった手法 

【簡易評価の適合率※2】 

簡易水位計：100% 
暗視カメラ：80% 

現地スクリーニング（不明水調査）技
術の下流域に流量計を配置できない
場合 

（流量調査の必要性をスクリーニン
グする場合） 

暗視カメラ 

水位変動の時系列データを取得する
ことが可能であるため、降雨による影
響を確認した上で不明水の有無を評
価することができ、評価に対する信憑
性が高い手法 

※1. 適用手法については、上表に限らず適宜地方公共団体の調査目的に応じた最適な手法を

採用するものとする。 

※2. 本技術と流量計の評価結果が一致する割合。 
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§12 ICTデータ入力・蓄積ツールの特徴 

維持管理の CAPD サイクルを実践するためには、劣化予測に必要となるデータの蓄積、

現場作業（データ入力）の効率化と ICTによるデータベースとの連携が必要である。ICT

データ入力・蓄積ツールは、現地入力支援ツールとデータ蓄積ツールを連携することで、

現地入力データのデータ蓄積ツールへの自動取込を可能とし、事務所作業の省力化と誤

入力等を解消できることが特徴である。 

本ガイドライン（案）では、下記の ICT技術を対象とする。（詳細は参考資料編 p.Ⅰ-

83～を参照） 

(1)現地入力支援ツール 

(2)データ蓄積ツール 

【解 説】 

(1)  現地入力支援ツール 

図 2-12 に現地入力支援ツールの概要を示す。図に示すとおり新技術である現地入力支

援ツールは、現地に持参可能なタブレットやスマートフォンを利用し、マンホール内やマ

ンホール蓋の点検調査結果を現地で入力することができる技術である。現地の点検と同

時に情報の入力が可能となる事から、事務所での入力作業の省力化、誤入力やデータ入力

のタイムラグなどの解消を行えることが特徴である。 

現地入力支援ツールにより、現地でマンホールや蓋の点検結果および写真データを効

率的に収録し、点検調査結果を管路データ（管径・管種・土被り・延長）とともにデータ

蓄積ツールへ自動取込により蓄積する。また、アプリケーションを通して現地の記録写真

撮影を行うことにより、自動的に施設番号と連動した写真管理が可能となる事から、誤入

力や撮影の過不足を防止し、施設番号と連動した情報処理が容易となる。 
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図 2-12 現地入力支援ツールの概要 

 

(2)  データ蓄積ツール 

図 2-13 にデータ蓄積ツールの概要を示す。図に示すとおりデータ蓄積ツールは、下水

道管路施設の維持管理に特化した情報システムである。管きょの基礎情報（管種、布設位

置、延長、土被り、布設年度、管径等）に加えて、全ての下水道管路施設（管きょ、マン

ホール、蓋、取付管、ます）における維持管理情報（点検履歴情報、点検結果、詳細調査

履歴情報、詳細調査結果、緊急度等）を関連付けたデータ蓄積が可能であり、情報の一元

管理を行えることが特徴である。 

管きょ内の詳細調査を行った結果をデータ蓄積ツールに入力、データベース化し、調査

集計表（緊急度含む）および記録表を作成する。このデータを基に、緊急度の算出や維持

管理周期の設定、計画リストの作成等、計画的かつ効率的な維持管理やストックマネジメ

ント計画を支援する情報を提供することが可能なツールである。 

現地のマンホール点検情報・現状写真

現地入力支援ツール

USBケーブル
（データの取込み）
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図 2-13 データ蓄積ツールの概要 

 

（1）現地入力支援ツールと（2）データ蓄積ツールとの連携について、マンホール内や

マンホール蓋の点検調査を現地入力支援ツールにより行った場合、現地で撮影した写真

データおよび入力した点検データ（CSV データ）は、USB ケーブル等を介してデータ蓄

積ツールへ自動的に取込が可能となり、事務所内での入力作業の省略化が図られる。 

また、地方公共団体に管路台帳システムが既に導入されている場合、管路台帳システム

とデータ蓄積ツールとの連携は可能である。ただし、現地入力支援ツールで得たデータは

管路台帳システムに自動取込はできず、手動入力となる。自動入力を行うためには、管路

台帳システムがインストールされている PC にデータ蓄積ツールをインストールできる

場合、管路台帳システムとの連携を行うことで、現地入力支援ツールのデータの自動取込

が可能となる。上記の管路台帳システムとデータ蓄積ツール・現地入力支援ツール連携イ

現地入力支援ツール

データ蓄積ツール

自動取込ができる
ツールを開発・改造

写真一覧表

情報出力

点検データ一覧

■マンホール基本情報

18041000900

第3種マンホール 300

■点検項目

（斜壁）

（直壁）

（本体）

■点検結果

日本語30文字以内調査報告書番号

調査報告書提出日 YYYY/MM/DD（西暦）で入力

硫化水素発生状態 Ｄ 発生していない

措置済（工事等完成日） YYYY/MM/DD（西暦）で入力

Ａ 発生している　Ｄ 発生していない

措置対応

土砂等・モルタル・油脂類の堆積付着程度 Ｄ 無し Ａ 管内径の1/3以上堆積付着　Ｂ 管内径の1/3～1/10程度堆積付着　Ｃ 管内径の1/10未満堆積付着　Ｄ 無し

他企業体施設（管等）露出の有無 Ｄ 無し Ａ 露出がある　Ｄ 無し

YYYY/MM/DD（西暦）で入力

要清掃実施対象（判定）

Ｂ インバート未設置 Ｂ インバート未設置　Ｃ 部分的に欠損　Ｄ 正常範囲

木根侵入状態 Ｄ 無し Ａ 内寸の50％以上　Ｂ 内寸の50～10％以上　Ｃ 内寸の10％未満　Ｄ 無し

管口仕上モルタルの欠落・クラック Ｄ 無し Ａ 管口全周が欠落・閉塞が未処置　Ｂ 管口部分的に欠落　Ｃ クラックがある　Ｄ 無し

臭気発生状態 Ｄ 正常範囲 Ａ 常に発生　Ｂ 使用ピーク中に発生　Ｃ 季節的に発生　Ｄ 正常範囲

クラック状態 Ｄ 無し Ａ 全体がクラック（マンホール全周・幅5mm以上）　Ｂ 部分的にクラック（マンホール半周程度・幅5～2mm程度）Ｃ 軽微なクラック（幅2mm未満）　Ｄ 無し

隙間・ズレ状態 Ｄ 無し Ａ 全体が脱却　Ｂ 一部が脱却　Ｃ わずかの隙間・ズレ　Ｄ 無し

浸入水の有無 Ｄ 無し Ａ 噴き出ている　Ｂ 流れている　Ｃ にじんでいる　Ｄ 無し

足掛金具腐食劣化状態 Ｄ 正常範囲 Ａ 欠落している　Ｂ 鉄筋が細くなっている　Ｃ 錆の発生　Ｄ 正常範囲

インバート状態

マンホール点検実施情報表

腐食状態

破損状態

クラック状態

Ｄ 無し

Ｄ 破損無し

Ｄ 無し

Ａ 鉄筋露出状態　Ｂ 骨材露出状態　Ｃ 表面が荒れた状態　Ｄ 無し

Ａ 欠落・陥没　Ｂ 全体に亀裂　Ｃ 軽微な破損（Ａ・Ｂ以外）　Ｄ 破損無し

Ａ 全体がクラック（マンホール全周・幅5mm以上）　Ｂ 部分的にクラック（マンホール半周程度・幅5～2mm程度）Ｃ 軽微なクラック（幅2mm未満）　Ｄ 無し

点検実施日 2018/10/18 YYYY/MM/DD（西暦）で入力

マンホール施設番号

マンホール種別 施工年度 （本管）管径（内径）

木根侵入の有無

管口仕上モルタルの欠落・クラック

Ｄ 無し

Ｄ 無し

Ａ 内寸の50％以上　Ｂ 内寸の50～10％以上　Ｃ 内寸の10％未満　Ｄ 無し

Ａ 管口全周が欠落・閉塞が未処置　Ｂ 管口部分的に欠落　Ｃ クラックがある　Ｄ 無し

隙間・ズレ状態

浸入水の有無

Ｄ 無し

Ｄ 無し

Ａ 全体が脱却　Ｂ 一部が脱却　Ｃ わずかの隙間・ズレ　Ｄ 無し

Ａ 噴き出ている　Ｂ 流れている　Ｃ にじんでいる　Ｄ 無し

腐食状態 Ｄ 無し Ａ 鉄筋露出　Ｂ 骨材露出　Ｃ 表面の荒れ　Ｄ 無し

破損状態 Ｄ 破損無し Ａ 欠落・陥没　Ｂ 全体に亀裂　Ｃ 軽微な破損（Ａ・Ｂ以外）　Ｄ 破損無し

Ｄ 清掃必要でない プルダウンより選択

プルダウンより選択

点検実施困難 プルダウンより選択

点検実施困難の説明 日本語20文字以内

清掃依頼登録日

備考・仮措置等コメント 日本語30文字以内

YYYY/MM/DD（西暦）で入力 清掃完了日

点検調査結果表
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メージは、図 2-14 のとおりである。 

 

図 2-14 管路台帳システムとデータ蓄積ツール・現地入力支援ツール連携イメージ 

 

なお、管路台帳の仕様については、日本下水道協会「下水道台帳管理システム標準仕様」

（下水道台帳管理システム標準仕様書（案）・導入の手引 Ver.4 2010 年 7 月）に準拠

しておくことが望ましい。 

 

現行情報（管路台帳）システム 

 

相互連携 

点検データ吐出 

（データ蓄積ツールがインストールされていない場合） 

データ 手動入力 

（データ蓄積ツールがインストールされている場合） 

データ 自動取込 

データ蓄積ツール 

同一 PC 




